










相続することを認めているが、その際、相続人に、相続財産を単純承認して相続するのか、限定承認をするのか、あるいは相続放棄をするのか、三つの選択肢を認めている。ただし この三つの選択肢はまったく同等ではなく、限定承認あるいは相続放棄をする場合は、相続人は「自己のために相続の開始があったことを知った時」から三カ月以内に家庭裁判所に対してその旨の申述をしなければならない（同法九一五条等）と規定されている。もし、限定承認も相続放棄もしないときには、単純承認したも とみなされる（同法九二一条二号）わけであるが、これは、相続人に選択の自由を認めるとと に、他方、 つまでも選択できるとすることは相続債権者等 利害関係人 立場を不安定にし その結果、取引の安全が図れ になるため、両者のバランスを ったものであ と解されて る。
　
ところで、単純承認した場合には、相続人は、無限に被相続
人の権利義務を承継することになる（同法九二〇条） 。そうすると、権利（資産：プラス財産）を相続することについては不利益となることは通常考えにくく、被相続人の財産がプラス財産のみであるときとか、プラス財産がマイナス財産より多いときには、経済的な だけを る限り 単純承認を選択することが多いと思われ 。し し、逆に、マイナス財産しかないとか、マイナス財産の方がプラス財産より多いときには、単純承認することは相続人自身の財産や収入を費やしてマイナス財産に充てなければならないことになり、経済的 不利益につながるので、相続放棄や限定承認 選択するこ になるのであろう。　
したがって、相続人の立場から考えると、自己のために相続

























の他諸般の状況からみて当該 人に対 続財産 有無 調査を期待することが著しく困難な事情があって、相続人におい
間（通常、 「熟慮期間」と呼ばれている）は、先述のように、わずかに三カ月しか認められていないのである（なお、この熟慮期間は、利害関係人又は検察官の請求によって、家庭裁判所において伸長することができることになっている（同法九一五条一項但書）が 本稿では、この期間の長さ等をテーマとしているわけではないので、 の点の議論は本稿では割愛させ いただく。 ） 。　
そこで、この「自己のために相続の開始があったことを知っ













































産があることを知っていたものの、Ａの意向を聞いていたために、長男であるＢがこの不動産等被相続人の相続財産を一切を相続したので、自らには相続すべき被相続人 相続財産がなものと信じていたことが認められる。また、Ａの意向、ＡとＸらとの生前の交流状況か すると、Ｘらが、上記のように信じていたことについ 、相当の理由があったことも認められる。　
なお、Ｘらは、平成二四年二月二〇日ころ、 「遺産分割協議証
明書」に署名押印し、Ｂに送付又は交付したことが認められるが、上記書面は、Ａ 財 不動産についてＢの名義に移転登記するためにＢに送付等されたものであり、現実に遺 分割協議 されたものではないから、 この書面 送付等をもって自己のために相続の開始があったことを知っ も ることはできない（この点に関する経過 詳細等については、訴訟が提起された場合 その訴訟手続内において判断され べきである。 ） 。　
その後、Ｘらは、Ｂから承諾書の件で依頼を受け、Ｃ信用金














































































































































































上経過していたケースにおいて、 「相続人が相続財産の一部の存在を知っていた場合でも、自己が取得すべき相続財産がなく、通常人がその存在を知っていれば当然相続放棄を であろう相続債務が存在しないと信じており、かつ そのように信じたことについて相当 理由があると認めら る場合」には、相続放棄の申述を受理する旨判示している。　
したがって、本決定も、最判昭和五九年の趣旨に沿うもので
はあるが、その判断基準は拡大されてい 考え れ 。
成二六年五月一四日とすべきであり、本件各申述はいずれも熟慮期間内にされた適法なものであるから、本件各申述をいずれも受理すべきものと判断した。　
その理由は、 「熟慮期間は、原則として、相続人が、被相続人
が死亡し、自己について相続の開始があったことを知った時から起算されるべきものであるが、相続人が上記各事実を知った場合であっても 上記各事実を知った時から三か月以内に限定承認又は相続放棄をしなかったのが、被 に相続財産が全く存在しないと信じたためであり、かつ、被 の生活歴、被相続人と相続人との間の交際状態そ 他諸般 状況からみて当該相続人に対し相続財産の有無の調査を期待することが著しく困難な事情があって、相続人において上記のように信ずるについて相当な理由があると認められるときには、相続人が上記各事実を知った時から熟慮期間を起算すべき るとす ことは相当でないものというべきであり、熟慮期間は相続人が相続財産の全部又は一部の存在を認識 た時又は通常これを認識し得べき時から起算すべきものと解するのが 当であ （最高裁昭和五七年 （オ） 第八二号同五九年四月二七日第二小法廷判決・民集三八巻六号六九八頁参照） 。　
また、 相続人が相続財産の一部の存在を知っていた場合でも、













































の他諸般の状況からみて当該 人に対 相続財産 有無の調査を期待することが著しく困難な事情があって、相続人においてそのように信じる ついて相 な理由があると認められるときには、例外的に、熟慮 間は相続人 相続財産の全部又は一部の存在を認識した時又は通常これを認識しうべき時から起算すべきものと解するのが相当である、とした。　
しかし、その後の裁判例においても、この判断基準とは異な








号三〇二頁、 五三 七 一二 は、共同相続人の一人であるＸは、被相続人Ａが死亡した時点で その死亡の事実及びＸがＡの相続人であること 知ったが、 の遺言があるため、自らはＡの積極及び消極の財産を全く承継することがないと信じていたと認められる事案であった。本決定は、Ｘが、自らはＡの積極及び消極 財産を全く承継することがない 信じ、かつ、このように信じたことについては相当な理由があったのであるから、Ｘにおいて 開始後所定の熟慮期間内に単純承認若しくは限定承認又は放棄のいずれかを選択することはおよそ期待できなかったもの り、Ａ死亡 事実を知ったこと よっては、未だ自己のために相続があったこと 知たもの いえないというべきであると判断して、Ｘのした本件申述をもって直ちに同熟慮期間を経過し 不適法なものとす









仙台高決平成元年九月一日（家裁月報四二巻一号一〇八頁）は共同相続人 一部の者（以下、 「Ｘら」という。 ）は被相続人Ａが生前不動産を所有し、相続財産としてこれら 不動産が存在することは認識していたものの、Ｘらの意識では、これらは農
396岡　法（65―２）
一八六
ら、ＡとＢの遺産分割の話などはしたことがなかったこと、ＸはＢの死後の平成一九年三月にＡから知らされたことであるが、Ｂは Ｂの有する一切の財産をＡに相続 せる 等を内容とする遺言公正証書を作成していたことが認められた。本決定は、そのような状況において、相続債権者からの訴状を受けて初めてＢ 連帯保証債務を負担していたことを初めて知っと認め、その後三カ月 熟慮期間内に申述した相続放棄を受理した。　
以上のように、このパターンの裁判例は過去にもいくつか見







一六日（判例タイムズ一一七九号三一 頁）が挙げられる。同決定の事案は、後順位の相続人であ Ｘが、先順位の相続人らに係る相続放棄申述受理通知書を、同相続人らに代行して、仮払金返還に関する事務を所管する農林水産省に郵送したこ 、その際、農林水産省の担当者から、Ｘについては、先順位の相続人が全員相続放棄をしたことが確認されれば、関係書類を送
ることは相当でないといわざるを得ないと判示した。さらに、Ｘが、後に、相続財産の一部の物件について遺産分割協議書を作成した についても、これは、本件遺言において当然にＢ（遺言で相続財産を承継するとされた者）へ相続させることとすべき不動産の表示が脱落していたため の趣旨に沿ってこれをＢに させるためにしたものであり、Ｘにおいて自らが相続し得ることを前提に、Ｂに相続 せる趣旨で遺産分割協議書の作成 したも ではないと認められるから、これをもって単純承認をしたものとみなすことは相当でないと判示し、その後に相続債権者からの催告書の送付を受けて初 て本件債務を相続すべき立場にあることを知っ ものと認めて、上記送付を受けた日から所定の熟慮期間内にされ 本件申述は適法なものであるとした。　
さらに、名古屋高決平成一九年六月二五日（家裁月報六〇巻































れるケースを見てきた 、通常は、三カ月を経過した申述が認められないケースの方が多いようである。特 被 人と同居していたような相続人や、同居していなくても交流 頻繁にある相続人は、被相続人 財産内容を調査すれば資産のみならず負債についても判明するはずであると考えられている あるいは、十分な財産調査もし いで、遺産分割協議 すると、その後に相続放棄の申述をしても、余程特別な 情のない限り、
